












































































































































































































































民事法 公  法 刑事法 選択科目 総  点
配　  点 700 400 400 160 1660
選 択 型 175 100 100 ─ ─
論述型（ケース） 350 200 200 160 ─
論述型（記録） 175 100 100 ─ ─
不合格基準 280 160 160 64 ─
－ 19 －
　法務府は弁護士試験が基本科目の場合，選択型・ケース型・記録型の試験の合算
点数を基準として合格かどうかを決定するとする。また，採点委員は教授と実務家
によって構成され，各委員が均衡のとれた採点をする。
　⑶　受験可能の回数
　①実施主体：法務府長官，毎年１回実施
　② 弁護士試験の受験のためには，ⓐロースクールの修士学位の取得が必要，ⓑ
その取得した月の末日から起算して５年以内に受験すること，その回数は５回に
制限される。但し，兵役義務を履行する期間は当該期間に包含されないし，法曹
倫理の試験の場合には大統領令の定めるところにより，学位を取得する前にも受
験可能。
　⑷　合格者の推移（法務府の方針は入学定員対比75％合格である）
　① 2012年３月，法務府は第１回の弁護士試験の合格者1,451名を発表した（入学
生対比72％，受験者対比87.2％）。
　受験者の数：1,665名（合格基準点数：総点720点以上）。1,472名が基準点数内にあ
ったが実力不足と判断し，21名を不合格処理，193名は科目別の基準点数の不足で
不合格。
　② 2013年４月，法務府は第２回の弁護士試験の合格者，1,538名を発表した。
　受験者の数：2,046名（合格基準点数：総点762.03点以上）→2012年不合格となって，
再試験を受けた受験者より，2013年に初めて試験を受けた受験者の方の合格率が高
い。
第１回，第２回弁護士試験合格者の分布有効
2012年 2013年
受験者の数 1,665名 2,046名
合格者
1,451名 1,538名
男子 856名（58.99％） 848名（55.14％）
女子 595名（41.01％） 690名（44.86％）
法学士 552名（38.04％） 621名（40.38％）
非法学士 899名（61.96％） 917名（59.62％）
－ 20 －
　法曹人となる道
　⑴　司法試験に合格→研修所２年（義務，国費で運営）
　司法試験により選抜される法曹人の数は，2009年までは1,000名であるが，2010
年は800名，2011年は700名，2012年は500名，2013年は300名，2014年〜2017年まで
500名である→2017年をもって司法試験を廃止する予定であるが，その存置いかん
に関して盛んに議論されている（1963年の司法試験合格者は60〜80名，1980年司法試
験令の改正で300名となり，1996年には500名に増員されたが，2001年から1,000名となった）。
　⑵　ロースクールを卒業し，弁護士試験で合格→研修（６ヶ月間の研修を終了す
ると弁護士として活動可能）。しかし，現在，研修機関として指定されているのは
403ヶ所で具体的計画や実務教育のマニュアルもないという→実務教育の不実化の
恐れがある。
　現在合格者の数
　①2011年まで：司法試験のみ：1,000名
　②2012年：2009年度に司法試験に合格し司法研修所を出る1,000名＋ロースクール
を卒業し，弁護士試験の合格者1,451名＝約2,500名
　③2013年：2010年度に司法試験に合格し司法研修所を出る800名＋ロースクール
を卒業し，弁護士試験の合格者1,538名＝約2,500名
Ⅳ．韓国における法曹の進路
　司法試験者の場合
　①成績順（試験と研修所）＋成績の良い者の希望により判事または検事に任用され
る→それ以外は，弁護士として活躍。
　②最近は，優秀な者が合格した後，すぐ弁護士になりたいとし，有名な法律事務
所から高額な年俸をもらってスカウトされることもある。
　③ロースクール出身の弁護士が出る前には成績の良い合格者は高位職の公務員
（５級－課長級）または，会社の部長レベルの社内弁護士として任用されることがあ
った（韓国の公務員の場合，９級から１級まである→ 一般的に高校を卒業して９級の試
験を目指しているが，最近は公務員職群が人気で大学を卒業したものも受験している。
－ 21 －
また警察の場合には，巡警－警長－警査－警尉－警監－警正－警武官－治安監－治安正
監－治安総監となるが，司法試験の合格者の中で成績の良い者は自らの希望と警察庁で
の選抜過程を通じ警正（公務員でいうと５級に相当）に任用される場合もあった）。
　ロースクール卒業者の場合
　⑴　ロースクール出身者が好む職群→裁判研究員，検事，６大法律事務所
　①第１回の場合：1,451名の合格者の中で，裁判研究員100名，検事42名，６大法
律事務所に75名，その他1,234名の一部は就業したようであるが，700名くらいはま
だ就職活動中であるとの調査がある。上記の好む職群の中で６大法律事務所に就職
した弁護士の出身を見るとソウル大学（Ｓ），高麗大学（Ｋ），延世大学（Ｙ）が63
名（81％）である。
　②第２回の場合：1,538名の合格者の中で，裁判研究員50名，検事37名，６大法律
事務所77名，その他1,374名はその他の法律事務所または公・私企業に就職し，開
業をしている。
　⑵　最近，国民権益委員会と春川市が６級として，釜山市が弁護士を７級公務員
として採用すると公告。
　①国民権益委員会の場合３名の司法試験合格者を採用したが，２名が断念。
　②春川市の場合には１名の選抜予定であったが，弁護士試験の合格者22名が志願。
このように弁護士試験の出身の弁護士は６級くらいに任用されると予想されていた。
　③しかし，釜山市が７級として公告したことに関して絶対に志願してはならない
という動きがあったにも関わらず，２名が志願したことから大騒ぎになった。
　⑶　また，企業においても現在，司法試験の出身であるか，弁護士試験の出身で
あるかを問わず，スペックの良い人（例えば，英語外の外国語，資格証の有無（公認
会計士，弁理士など），またはバックグラウンド）を優先して採用する傾向もある。
Ⅴ．韓国の法曹市場
　⑴　2013年７月から韓国の法曹市場は段階的に開放（2011年７月１日に発効する
韓・EU FTA により2013年７月から２段階開放，2012年３月15日発効する韓・アメリカ
FTA により2014年３月から２段階開放）。
－ 22 －
①１段階──外国弁護士，外国法及び国際公法に関する諮問の許容，外国法律
事務所の国内分事務所開設の許容・国内法律事務所との業務提携は可能，国内
弁護士の雇用は不可。
②２段階（協定発効後２年）──外国法諮問法律事務所，国内法律事務所と国内法
事務及び外国法事務が混在された事件の共同処理，受益分配可能。
③３段階（協定発効後３年）──外国法律事務所と国内法律事務所の間に合作事業
体の形成を許容（但し，議決権及び持分権制限は可能），合作事業体の国内弁護
士雇用可能。
　⑵　2013年５月現在，国内10大法律事務所の中，弁護士100名以上の事務所は７
つある。上記の６大法律事務所は200〜500名の弁護士を雇用している。
　現在，韓国の法曹市場に進出している英米法律事務所は海外法の諮問部門の活動
をしているが，2017年完全に開放されると国内法律事務所は資本力のある英米法律
事務所に吸収されると予測している。
　韓国の法曹市場の規模は３兆ウォン（３千億円）であると推算。韓国と類似して
いるドイツや日本の場合にも法曹市場が開放されてから英米法律事務所に合併され
た事例が多かったことに照らしてみると韓国の場合も同様であると推測している。
大型法律事務所はさらに大きくし，専門化と多様化のために努力している。
　１）正式な名称は「法学専門大学院」である。
